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1．今年度の研究成果 

がん対策基本法により、がん対策の均てん化等を目的に都道府県がん対策推

進計画が策定していくこととされている。しかしながら、各自治体で行われて

いるがん対策の現状については十分に把握されていない。本研究は、都道府県

等の自治体で行われているがん対策の実情を把握し、がん対策基本法に基づき、

各自治体ががん対策推進計画の立案、実施および評価を包括的かつ効果的に実

施する手法ならびにその支援のあり方を検討することを目的に、以下の調査研

究を行った。 
1）都道府県のがん対策に関する調査研究 

都道府県に対して、がん対策推進計画の立案準備状況に関連して質問紙調査

を行った。質問紙は、がんに関連した医療資源（がん連携拠点病院、専門医な

ど）、一次・二次予防の取り組み、死亡率等の現状の把握などにより構成した。

また、質問紙調査をともに、がんに関連した各種資料の収集を行った。その結

果、がん対策推進計画の準備状況には都道府県によって大きなばらつきがある

こと、がん対策推進計画の立案に必要な基礎的な情報・統計データやスキルの

不足があることなどが明らかになった。 
2）自治体のがん検診の現状に関する調査研究 

全国の自治体のがん検診ならびにがん対策の状況について、特にがん検診の

対象者の把握と予算に関連した調査を行った。約 600 の自治体の結果から、が

ん検診の対象者数の把握は自治体により異なっていることや予算の確保が厳し

くなっていることが明らかになった。 
3）米国におけるがん対策の調査研究 
 米国におけるがん対策の現状を把握するため、Comprehensive Cancer 
Control Program（CCCP）および州別のがん対策計画（Cancer Plan）のレビ

ューを行った。体系的なデータ分析のもと、各地域の特性に応じたがん対策が

立案されているおり、疾病予防センター（CDC）等からの技術的および予算的

な支援が有効に機能していることが明らかになった。また、CDC の CCCP 担当

者を 2 名、外国人研究者招聘事業として招き、ワークショップ等を行い、日米

のがん対策の比較研究を行った。 
4）がん対策関連指標に関する調査研究 

自治体のがん対策推進計画の立案、実施、評価にあたり必要とされるがん対

策に関連する衛生・疫学統計情報として、市区町村別のがん死亡率を算出した。

主要な部位別の標準化死亡比（ベイズ推計値）を算出し、空間スキャン法を用



いて死亡率の高い地域の同定を行った。また、がんに関連した生活習慣等の指

標作成のため、国民生活基礎調査および国民健康栄養調査の二次利用（目的外

使用申請中）およびがん検診に関連した健康調査研究の準備を行った。 
 
2．前年までの研究成果 

平成 18 年度は、（1）自治体の健康増進計画、医療計画等の関連諸計画のレビ

ューにより、がん対策推進計画に関連した都道府県の準備状況の調査、（2）都

道府県のがん対策に関する調査について、調査票の作成と郵送・回収、（3）自

治体のがん検診の現状に関する調査として、全国の 781 市のがん検診の状況調

査（4）がん対策関連指標の作成として、市区町村別のがん死亡率算出のための

データベースの構築、（5）米国におけるがん対策の調査として、疾病予防セン

ター（CDC）の訪問と Comprehensive Cancer Control Program（CCCP）に

関する基礎資料の収集を行った。 
 
3．研究成果の意義及び今後の発展性 
 現在、都道府県ではがん対策推進計画の立案が進められており、本研究の成

果は、がん対策の推進、特に、計画の評価や計画の見直しにあたり必要な支援

体制の構築に寄与する。 
 次年度以降は、今年度の調査研究を継続するともに、実際に策定されたがん

対策推進計画をレビューし、計画立案過程、計画の実施と評価等での課題を抽

出し、自治体におけるがん対策の推進に必要な支援について検討を行う。 
 
4．倫理面の配慮 
本研究は、主に既存の衛生統計資料を用いるため「疫学研究の倫理指針」の適

応外である。政府統計（国民生活基礎調査、国民健康栄養調査）の個票分析を

予定しており、目的外使用の申請を準備している。 
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